




































































































































































































































































































































齊藤　スモール・ビジネスの成長をめぐって ―― 存続モデルの提案 ――
は、サクシードへの志向性が弱いことを意味している。
　なお、経営者資源については、「代替困難性」という特徴があることを
指摘しておかなければならない。スモール・ビジネスの経営者がすぐれた
経営力を発揮しても、それはその経営者にのみ属するものであるという「属
人性」をもっている。そこで、他の人間と交代しても、同じように経営力
を発揮できるとは考えられないのである。これが代替困難性であり、「替え」
がききにくいのである。
　したがって、スモール・ビジネスでは、経営力の維持のためには、むず
かしいことではあるが、後継者育成をしっかり行って、いつでも交替がで
きる状態をつくる必要がある。いうまでもないが、存続モデルの継続型や
健全型においては、将来のために後継者育成の視点がとり入れられ、存続
や発展への志向性がみられているといってよい。
　このように、存続モデルを支える根拠とは、スモール・ビジネスにとっ
て経営者という資源がきわめて重要であるという認識である。それは、「最
大の経営資源としての経営者」という言葉に要約される。しかも、経営者
の経営力は大企業の組織力とは異なり、個人の力に依存するものになって
いる。この属人性の強い個人力である経営者がもつ経営力が、スモール・
ビジネスの存続と成長に決定的にかかわっていると結論づけることができ
る。
６．おわりに
　「スモール・ビジネスは成長して大企業になる」という命題は、大企業
を対象にしてきた経営学にとっては自明のものとしてとらえられてきた。
そして、この命題を実現した企業を中心に研究したのであるから、それは
当然のことである。
　これに対して、筆者は１．でも述べたが、「企業はあまり大きくならない」
というイメージを一貫して提示してきた。そして、このイメージはアカデ
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ミックな関心を若干引き起こしてきたのではないかと考えている。しかし、
この主張を十分に説明し、明確にすることはできなかった。
　本小稿の２．や３．の議論については、これまでにも述べてきたもので
あるが、４．で「スモール・ビジネスの存続モデル」を新たに提案し、そ
のなかでスモール・ビジネスの一部（Ａ型という継続型）だけが主に成長
し、他はあまり大きくならないことを明らかにしようとした。
　なお、この存続モデルの実践的な意味としては、行政などによる中小企
業支援のあり方がなによりも問われてこよう。現状の支援策は多様なメ
ニューが用意されているが、このモデルが提案した「経営者の経営力」が
決定的に重要であるので、４．の終わりで述べたが、後継者育成を含めた
経営者の育成に力を入れなければならない。そして、大学もスモール・ビ
ジネスで活躍できる経営人材の育成に尽力することが求められている。
　（2015.12.30.）
